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調査概要

１．調査地域：全国４７都道府県 ２．調査対象：中小企業 ４，１２５社

３．調査期間：２０２０年２月３日～３月６日 ４．調査方法：各地商工会議所職員による訪問調査

５．回収商工会議所数：４１７商工会議所 ６．回答企業数：２,８３８社（回答率：６８．８％）

７．調査の目的
中小企業における人手不足の実態、働き方改革関連法への認知度・準備状況を把握し、要望活動に活かすため。

＜業種別割合＞

＜従業員規模別割合＞

＜回答企業の属性＞
【業種】
建設業：446社（15.7%） 製造業：964社（34.0%） 卸売・小売業：575社（20.3%） 情報通信・情報サービス業：91社（3.2%）
運輸業：151社（5.3%） 宿泊・飲食業：175社（6.2%） 介護・看護：47社（1.7%） 金融・保険・不動産業：65社（2.3%）
その他サービス業：329社（11.6%） その他：102社（3.6%） 無回答：45社（1.6%） ※重複を含むため、割合は100を超える。

【従業員規模】
5人以下：75社（2.6%） 6～10人：222社（7.8%） 11～20人：606社（21.4%） 21～50人：843社（29.8%）
51～100人：509社（17.9%） 101人以上：542社（19.1%） 無回答：39社（1.4%）

15.7% 34.0% 20.3%

3.2%

5.3% 6.2%

1.7% 2.3%

11.6% 3.6%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 製造業 卸売・小売業 情報通信・情報サービス業

運輸業 宿泊・飲食業 介護・看護 金融・保険・不動産業

その他サービス業 その他 無回答

2.6% 7.8% 21.4% 29.8% 17.9% 19.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101人以上 無回答

①

※本結果概要に記載のある過去の調査期間は下記の通り
2018年：2018年10月22日～12月3日 2019年：2019年3月25日～4月25日



調査結果のポイント ②

ポイント②：働き方改革関連法の認知度・準備状況

＜時間外労働の上限規制＞
○法律の施行を直前に控えた時期においても、名称・内容についての認知が十分でない企業の割合は16.2％。
対応状況について、対応の目途がついていない企業の割合は18.5％。

＜年次有給休暇の取得義務化＞
○既に法律が施行されているものの、名称・内容についての認知が十分でない企業の割合は7.1％。
対応状況について、対応の目途がついていない企業の割合は10.0％。

＜同一労働同一賃金＞
○名称・内容ともに知っている企業の割合は昨年の調査と比べ5.3ポイント増加し、73.4％。
○「対象になりそうな非正規社員がいる」と回答した企業のうち、待遇差について「客観的・合理的に説明ができ
る」と回答した企業の割合は33.1％にとどまる。

○「対象になりそうな非正規社員がいる」と回答した企業のうち、対応状況について、対応の目途がついている企
業の割合は46.7％にとどまる。

○対応に際しての課題は、「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」が 50.1％、「増加した人件費を価格転嫁
できない」が 49.2％。

ポイント①：人手不足の状況について

○今年の調査で、「人手が不足している」と回答した企業の割合は60.5％で前年比▲5.9ポイントであるが、依然
として人手不足感は強い。

○前年調査と比較すると人手不足感は若干弱まったが、調査時期（2020年２月３日～３月６日）を踏まえると、新
型コロナウイルスの感染拡大が調査結果に影響を与えたことも考えられる。

○数年後（３年程度）の人員充足の見通しについては、44.9％の企業が「不足感が増す」と回答。

（※施行 大企業 2019年４月、中小企業 2020年４月）

（※施行 大企業・中小企業ともに2019年４月）

（※施行 大企業 2020年４月、中小企業 2021年４月）



○今年の調査で、「人手が不足している」と回答した企業の割合は60.5％で前年比▲5.9ポイントで
あるが、依然として人手不足感は強い。

○人手不足感は若干弱まったが、調査時期（2020年２月３日～３月６日）を踏まえると、新型コロ
ナウイルスの感染拡大が調査結果に影響を与えたことも考えられる。

１．人手不足の状況について

人員の過不足状況①（全体集計）

45.5％
(2015年)

39.7％
(2016年)

35.8％
(2017年)

33.0％
(2018年)

31.5％
(2019年)

66.4％
(2019年)

60.6％
(2017年)

55.6％
(2016年)

50.3％
(2015年)

65.0％
(2018年)

人員に
過不足なし

36.0％
(2020年)

人手が
不足している

60.5％
(2020 年)

n= 2,838

※円グラフの内側2015年～外側2020年

③



51.0%

59.1%

57.8%

64.3%

68.2%

68.0%

79.1%

78.2%

75.6%

43.1%

57.7%

60.5%

72.7%

72.0%

79.2%

81.8%

78.2%

75.4%

50.8%

51.6%

53.6%

64.8%

65.0%

70.2%

70.3%

71.5%

77.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

金融・保険・不動産業

製造業

卸売・小売業

情報通信・情報サービス業

その他のサービス業

介護・看護

宿泊・飲食業

運輸業

建設業

2020年

2019年

2018年

○業種別でみると、人手不足感が最も強いのは「建設業(77.1％)」である。

１．人手不足の状況について

人員の過不足状況②（業種別集計）

n= 2,838

④



○従業員規模別でみると、従業員規模が大きいほど、人手不足感が強い。

１．人手不足の状況について

人員の過不足状況③（従業員規模別集計）

n= 2,838

⑤

50.7%

50.5%

56.1%

60.7%

64.0%

67.8%

不足している, 72.1%

48.0%

43.2%

41.1%

36.2%

33.0%

29.5%

過不足はない, 23.1%

1.3%

2.7%

2.1%

2.5%

2.4%

2.5%

過剰である, 2.9%

0.0%

3.6%

0.7%

0.6%

0.6%

0.2%

無回答

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下

6～10人

11～20人

21～50人

51～100人

101～300人

301人以上

不足している 過不足はない 過剰である 無回答



○全国９ブロック別でみると、北海道の人手不足感が強い。

１．人手不足の状況について

人員の過不足状況④（全国９ブロック別集計）

n= 2,838

【北海道】
不足している：70.0%
過不足はない：26.5%
過剰である：2.9%
無回答：0.6%

【９ブロック内訳】
■北海道：北海道 ■東北：青森県、秋田県、岩手県、宮城県、山形県、福島県 ■北陸信越：新潟県、富山県、石川県、長野県
■関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、静岡県 ■東海：岐阜県、愛知県、三重県
■関西：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 ■中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
■四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 ■九州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

【東北】
不足している：61.4%
過不足はない：36.2%
過剰である：1.6%
無回答：0.8%

【関東】
不足している：60.5%
過不足はない：35.9%
過剰である：2.4%
無回答：1.1%

【北陸信越】
不足している：52.7%
過不足はない：41.1%
過剰である：4.7%
無回答：1.6%

【中国】
不足している：58.0%
過不足はない：38.6%
過剰である：2.3%
無回答：1.1%

【九州】
不足している：65.3%
過不足はない：33.1%
過剰である：1.3%
無回答：0.3%

【関西】
不足している：58.2%
過不足はない：37.7%
過剰である：2.2%
無回答：1.9%

【東海】
不足している：57.7%
過不足はない：38.7%
過剰である：2.1%
無回答：1.4%

【四国】
不足している：66.4%
過不足はない：29.5%
過剰である：2.5%
無回答：1.6%

⑥

n= 284

n= 697

n= 254

n= 170
n= 258

n= 411

n= 264

n= 122

n= 378



30.8%

35.4%

39.6%

45.2%

45.6%

52.0%

53.2%

56.6%

60.3%

62.6%

60.0%

53.5%

49.6%

48.6%

41.0%

46.8%

37.1%

33.1%

5.5%

1.5%

4.7%

4.2%

3.3%

5.4%

4.0%

5.3%

1.1%

3.1%

2.2%

1.0%

2.4%

1.6%

2.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報通信・情報サービス業

金融・保険・不動産業

製造業

卸売・小売業

その他サービス業

建設業

介護・看護

宿泊・飲食業

運輸業

不足感が増す 現在と同程度の状況 不足感が和らぐ・過剰感が増す 無回答

○数年後（３年程度）の人員充足の見通しについて、44.9％の企業が「不足感が増す」と回答。
○業種別でみると、最も「不足感が増す」と回答しているのは、運輸業、次いで、宿泊・飲食業となった。

１．人手不足の状況について

数年後（３年程度）の人員充足の見通し（全体集計・業種別集計）

不足感が増す

44.9%

現在と同程度の状況

48.6%

不足感が和らぐ・

過剰感が増す 4.4%

無回答

2.2%

【全体】

【業種別】

⑦

n= 2,838



77.2%

93.7%

19.5%

5.5%

2.6%

0.4%

0.6%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

○「時間外労働の上限規制」の名称・内容の認知度について、法律の施行を直前に控えた時期においても
「認知が十分でない企業※」の割合は16.2％であった。（※「名称は知っているが内容は知らない」、「名
称も内容も知らない」と回答した企業）

○従業員規模別でみると、規模の小さい企業の方が「認知が十分でない」企業の割合が高い。（「50人以
下」22.1％）

２－（１）時間外労働の上限規制

名称・内容の認知度（全体集計、従業員規模別集計）

時間外労働の
上限規制の
名称・内容の
認知度【全体】

【従業員規模別】

n= 2,838

※従業員数「無回答」除く

⑧

n= 2,775

n= 1,748

n=1,051

名称・内容ともに知っている

83.1%

名称・内容ともに知っている

79.5%

14.3%

名称は知っているが

内容は知らない

17.4%

1.9%

名称も内容も知らない 1.7%

0.7%

無回答

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

認知が十分でない 22.1%

認知が十分でない 16.2%



74.1%

91.3%

19.9%

4.4%

6.0%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

知っている 80.3%

知っている 76.5%

知らない

14.1%

知らない

14.5%

無回答

5.6%

無回答

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

○「時間外労働の上限規制」の施行時期の認知度について、法律の施行を直前に控えた時期において
も、14.1％の企業が「知らない」と回答。

○従業員規模別でみると、規模の小さい企業の方が「知らない」と回答した企業の割合が高い。（「50人以
下」で19.9％）

２－（１）時間外労働の上限規制

施行時期の認知度（全体集計、従業員規模別集計）

時間外労働の
上限規制の
施行時期の
認知度【全体】

※施行 大企業 2019年4月、 中小企業 2020年4月

n= 2,838

n= 1,748

⑨

n= 2,775

※従業員数「無回答」除く

n= 1,051

【従業員規模別】



30.4%

26.8%

34.2%

30.1%

5.5%

6.2%

13.7%

19.4%

2.8%

4.8%

2.0%

2.6%

10.7%

9.1%

0.8%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

既に必要な対応は終えた 現在取り組んでいる最中である 具体的な対応が決まり、今後取り組む予定 具体的な対応に関する検討している最中

対応が必要だが、何をすべきか分からない 対応が必要かどうか分からない 特に対応する必要はない 無回答

29.2%

32.5%

29.9%

41.8%

6.1%

4.5%

13.9%

13.2%

3.7%

1.2%

2.9%

0.6%

13.6%

5.9%

0.7%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

○「時間外労働の上限規制」の対応状況について、「対応の目途がついていない企業※」の割合は昨年の
調査（26.8％）と比べ8.3ポイント減少したものの、依然として18.5％であった。（※「具体的な対応に関す
る検討をしている最中」、「対応が必要だが、何をすべきか分からない」、「対応が必要かどうか分からな
い」と回答した企業）

２－（１）時間外労働の上限規制

対応状況（全体集計、従業員規模別集計）

【従業員規模別】

※従業員数
「無回答」除く

n= 2,838

n= 2,775

対応の目途がついていない：26.8%

対応の目途がついていない：18.5%

対応の目途がついていない：20.5%

対応の目途がついていない：15.0%

【全体】

⑩

n= 1,051

n=1,748



名称・内容ともに知っている

92.4%

名称・内容ともに知っている

89.9%

6.1%

名称は知っているが

内容は知らない 7.7% 1.0%

名称も内容も知らない1.0%

0.6%

無回答

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

認知が十分でない 7.1%

89.0%

98.8%

9.1%

0.8%

1.5%

0.2%

0.4%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

○「年次有給休暇の取得義務化」の名称・内容の認知度について、既に法律が施行されているものの、
「認知が十分でない企業※」の割合は7.1％であった。（※「名称は知っているが内容は知らない」、「名称
も内容も知らない」と回答した企業）

○従業員規模別でみると、規模の小さい企業の方が「認知が十分でない」企業の割合が高い。（「50人以
下」10.6％）

２－（２）年次有給休暇の取得義務化

名称・内容の認知度（全体集計、従業員規模別集計）

年次有給休暇の
取得義務化の
名称・内容の
認知度【全体】 n= 2,838

【従業員規模別】
※従業員数「無回答」除く

⑪

認知が十分でない 10.6%

n= 2,775

n= 1,051

n=1,748



84.2%

94.3%

10.1%

1.4%

5.7%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

知っている

87.7%

知っている

84.4%

知らない 6.9%

知らない 6.6%

無回答

5.4%

無回答

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

○「年次有給休暇の取得義務化」の施行時期の認知度について、既に法律が施行されているものの、6.9
％の企業が「知らない」と回答。

○従業員規模別でみると、規模の小さい企業の方が「知らない」と回答した企業の割合が高い。（「50人以
下」で10.1％）

２－（２）年次有給休暇の取得義務化

施行時期の認知度（全体集計、従業員規模別集計）

年次有給休暇の
取得義務化の
施行時期の
認知度【全体】

※施行 大企業・中小企業ともに2019年4月

n= 2,838

【従業員規模別】
※従業員数「無回答」除く

⑫

n= 2,775

n= 1,051

n= 1,748



48.3%

35.1%

33.5%

33.2%

3.6%

9.0%

6.6%

13.7%

1.9%

3.0%

1.5%

1.5%

3.9%

3.8%

0.8%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

既に必要な対応は終えた 現在取り組んでいる最中である 具体的な対応が決まり、今後取り組む予定 具体的な対応に関する検討をしている最中

対応が必要だが、何をすべきか分からない 対応が必要かどうか分からない 特に対応する必要はない 無回答

43.7%

56.7%

32.7%

34.5%

4.8%

1.6%

7.9%

4.4%

2.7%

0.6%

2.3%

0.1%

5.1%

1.7%

0.7%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

○「年次有給休暇の取得義務化」の対応状況について、「対応の目途がついていない企業※」の割合は昨
年の調査（18.2％）と比べ8.2ポイント減少したものの、依然として10.0％であった。（※「具体的な対応に
関する検討をしている最中」、「対応が必要だが、何をすべきか分からない」、「対応が必要かどうか分か
らない」と回答した企業）

２－（２）年次有給休暇の取得義務化

対応状況（全体集計、従業員規模別集計）

【従業員規模別】

※従業員数
「無回答」除く

n= 2,838

対応の目途がついていない：18.2%

対応の目途がついていない：10.0%

対応の目途がついていない：12.9%

対応の目途がついていない：5.1%

【全体】

⑬

n= 2,775

n= 1,051

n= 1,748



66.0%

86.2%

26.6%

11.8%

6.6%

1.5%

0.8%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

名称・内容ともに知っている

73.4%

名称・内容ともに知っている

68.1%

21.0%

名称は知っているが内容

は知らない

23.6%

4.7%

名称も内容も知らない 6.4%

0.9%

無回答

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

○「同一労働同一賃金」の「名称・内容ともに知っている」と回答した企業の割合は73.4％で、昨年の調査と
比べ5.3ポイント増加した。

○従業員規模別でみると、規模の小さい企業の方が「名称・内容ともに知っている」と回答した企業の割合
は低い。（「50人以下」66.0％）

２－（３）同一労働同一賃金

名称・内容の認知度（全体集計、従業員規模別集計）

同一労働
同一賃金の
名称・内容の
認知度【全体】

n= 2,838

【従業員規模別】
※従業員数「無回答」除く

⑭

n= 2,775

n= 1,051

n=1,748



60.9%

85.0%

32.9%

10.3%

6.2%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

知っている

69.7%

知っている

62.4%

知らない

24.4%

知らない

28.3%

無回答

5.9%

無回答

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2019年

○「同一労働同一賃金」の施行時期を「知っている」と回答した企業の割合は69.7％で、昨年の調査と比べ
7.3ポイント増加した。

○従業員規模別でみると、規模の小さい企業の方が「知っている」と回答した企業の割合が低い。（「50人
以下」60.9％）

２－（３）同一労働同一賃金

施行時期の認知度（全体集計、従業員規模別集計）

同一労働
同一賃金の
施行時期の
認知度【全体】

※施行 大企業 2020年4月、中小企業 2021年4月

n= 2,838

【従業員規模別】
※従業員数「無回答」除く

⑮

n= 2,775

n= 1,051

n= 1,748



○「同一労働同一賃金」について、「対象になりそうな非正規社員がいる」と回答した企業の割合は23.4％。
○従業員規模別でみると、規模の大きい企業の方が「対象になりそうな非正規社員がいる」と回答した企
業の割合が高い。

２－（３）同一労働同一賃金

対象になりそうな非正規社員の有無①（全体集計、従業員規模別集計）

対象になりそうな非正規社員がいる

23.4%

自社の非正規社員が対象になるかどうか分からない, 16.3%

正社員と非正規社員との間に不合理な

待遇差はない 37.0%

非正規社員を雇用していない, 

21.6%

無回答, 1.6%

【従業員規模別】

【全体】 n= 2,838

⑯

8.0%

7.7%

12.4%

19.4%

27.3%

44.1%

58.7%

20.0%

18.0%

16.7%

14.3%

17.3%

17.6%

9.6%

32.0%

37.4%

37.3%

40.6%

38.5%

31.5%

30.8%

37.3%

35.1%

32.3%

25.0%

13.9%

5.9%

0.0%

2.7%

1.8%

1.3%

0.7%

2.9%

0.9%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5人以下

6～10人

11～20人

21～50人

51～100人

101～300人

301人以上



13.7%

18.2%

23.8%

25.3%

26.2%

27.0%

29.7%

30.8%

36.2%

7.8%

19.1%

9.9%

19.2%

20.0%

19.0%

22.3%

12.1%

23.4%

28.0%

40.4%

43.0%

38.5%

33.8%

36.5%

40.6%

33.0%

40.4%

49.8%

21.3%

21.9%

15.5%

18.5%

15.8%

5.7%

23.1%

0.0%

0.7%

0.9%

1.3%

1.6%

1.5%

1.7%

1.7%

1.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

その他サービス業

運輸業

製造業

金融・保険・不動産業

卸売・小売業

宿泊・飲食業

情報通信・情報サービス業

介護・看護

対象になりそうな非正規社員がいる 自社の非正規社員が対象になるかどうか分からない

正社員と非正規社員との間に不合理な待遇差はない 非正規社員を雇用していない

無回答

○業種別でみると、「対象になりそうな非正規社員がいる」と回答した企業の割合が最も高いのは「介護・
看護」の36.2％。次いで、「情報通信・情報サービス業」が30.8％となっている。

２－（３）同一労働同一賃金

対象になりそうな非正規社員の有無②（業種別集計）

【業種別】

n=2,838

⑰



客観的・合理的に説明ができる

33.1%

説明はできるが、主観的・抽象的な

内容にとどまってしまう

50.5%

説明できない

11.6%

その他

2.9%

無回答,

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

○働き方改革関連法では、正社員との待遇差について非正規社員から説明を求められた場合、事業主は
説明しなければならない義務があるが、待遇差について「客観的・合理的に説明ができる」と回答した企
業の割合は33.1％にとどまる。

２－（３）同一労働同一賃金

正社員・非正規社員間の待遇差に関する説明の可否（全体集計、業種別集計）

【全体】

23.5%

25.0%

29.4%

29.7%

30.0%

30.6%

34.0%

36.1%

50.0%

76.5%

61.5%

64.7%

49.0%

55.0%

55.6%

47.1%

47.5%

39.3%

11.5%

0.0%

14.8%

13.3%

11.1%

12.7%

11.5%

3.6%

1.9%

5.9%

3.2%

2.8%

4.1%

3.3%

3.6%

3.2%

1.7%

2.0%

1.6%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融・保険・不動産業

宿泊・飲食業

介護・看護

卸売・小売業

その他サービス業

運輸業

製造業

建設業

情報通信・情報サービス業

客観的・合理的に説明ができる 抽象的な内容に止まってしまう 説明できない（何をどの程度説明すればよいか分からない等） その他 無回答

【業種別】

n= 664
※対象：16頁で、同一労働同一賃金の「対象になりそうな非正規社員がいる」と回答した企業

⑱



7.7%

16.6%

17.9%

34.0%

40.5%

60.4%

73.0%

78.0%

0.3%

1.8%

2.6%

0.5%

1.5%

0.6%

0.5%

1.1%

17.0%

77.6%

8.1%

4.1%

52.0%

9.9%

10.8%

14.8%

71.1%

3.3%

67.6%

58.4%

4.8%

26.8%

14.0%

5.0%

3.9%

0.8%

3.8%

3.0%

1.2%

2.3%

1.7%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食事手当

通勤手当

精皆勤手当

住宅手当

賞与

家族手当

退職手当

役職手当

正社員のみに支給している 非正規社員のみに支給している いずれにも支給している いずれにも支給していない 無回答

○「役職手当（78.0％）」や「退職手当（73.0％）」、「家族手当（60.4％）」は、正社員のみに支給している企業
の割合が高い。

○「退職手当」、「家族手当」、「住宅手当」は、厚生労働省の「同一労働同一賃金ガイドライン」に「原則とな
る考え方」が示されていない一方で、正社員・非正規社員間の不合理な待遇差の解消が求められてい
ることから、特に対応が急務である。

２－（３）同一労働同一賃金

各種手当の支給対象者について
⑲

n= 664
※対象：16頁で、同一労働同一賃金の

「対象になりそうな非正規社員が
いる」と回答した企業

退職手当

家族手当

住宅手当



10.3%

3.8%

27.1%

36.4%

7.3%

8.1%

37.4%

43.3%

17.6%

7.9%

0.4%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下

51人以上

6.6%

6.7%

32.4%

15.3%

7.7%

9.0%

41.1%

47.1%

11.7%

20.0%

0.5%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年

2018年

既に必要な対応は終えた 現在取り組んでいる最中である 具体的な対応が決まり、今後取り組む予定

具体的な対応に関する検討をしている最中 対応が必要だが、何をすべきか分からない 無回答

○「同一労働同一賃金」の対応状況について、「対応の目途がついている企業※」の割合は46.7％にとど
まる。（※「既に必要な対応を終えた」、「現在取り組んでいる最中である」、「具体的な対応が決まり、今
後取り組む予定」と回答した企業）

○同じ選択肢で調査を実施した2018年調査（調査時期2018年10月22日～12月３日）と比べると、「対応の目途
が付いている企業」の割合は増えたが、中小企業に対する施行まで１年を切った中で、半数の企業が十
分に対応できていない結果となった。

２－（３）同一労働同一賃金

対応状況（全体集計、従業員規模別集計）

※対象：16頁で、同一労働同一賃金の 「対象になりそうな非正規社員がいる」と回答した企業
※2019年は設問対象が異なるため、2020年との比較を行っていない。

⑳

対応の目途が付いている：46.7%

【全体】

【従業員規模別】

n= 765

n= 664

対応の目途が付いている：31.0%

n= 393

n= 262

※従業員数
「無回答」除く

対応の目途が付いている：48.3%

対応の目途が付いている：44.7%



○「同一労働同一賃金」について講じた対応策や対応予定の方策は、「非正規社員の給与等の処遇改善」
（47.5％）、「賃金・人事制度の構築・見直し」（36.4％）、「正規／非正規の業務内容・配置の見直し」（35.8
％）、「非正規社員の正社員化」（27.1％）が多い結果となった。

２－（３）同一労働同一賃金

対応策や対応予定の方策

n= 583
※対象：20頁「対応状況」で

・「既に必要な対応は終えた」、
・「現在取り組んでいる最中である」
・「対応が決まり、今後取り組む予定」
・「対応に関する検討をしている最中」
と回答した企業

㉑

【複数回答】

3.8%

5.3%

5.3%

8.4%

12.7%

20.2%

27.1%

35.8%

36.4%

47.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

非正規社員も福利厚生施設を利用できるよう施設を改修

非正規社員に対する教育訓練の実施

正社員の処遇の見直し（手当の廃止や減額等）

非正規社員に特化した就業規則の策定・見直し

非正規社員の正社員化

正規／非正規の業務内容・配置の見直し

会社全体の賃金・人事制度の構築・見直し

非正規社員の基本給や賞与、手当等の処遇改善



4.8%

4.6%

5.3%

15.1%

15.3%

18.4%

21.1%

49.2%

50.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

身近に相談できる専門家がいない

業務が忙しく対応している時間的余裕がない

正規・非正規の処遇差が大きい

社内に対応のための人的余裕がない

非正規社員の処遇改善に充てる原資がない

増加した人件費を価格転嫁できない

同一労働同一賃金の内容が分かりづらい

○「同一労働同一賃金」の対応に際しての課題は、「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」（50.1％）、
「増加した人件費を価格転嫁できない」（49.2％）、「非正規社員の処遇改善に充てる原資がない」（21.1
％）が多い結果となった。

２－（３）同一労働同一賃金

対応に際しての課題

n= 583
※対象：20頁「対応状況」で

・「既に必要な対応は終えた」、
・「現在取り組んでいる最中である」
・「対応が決まり、今後取り組む予定」
・「対応に関する検討をしている最中」
と回答した企業

㉒

【複数回答】


